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2013年度税制改正で導入された祖父母などから教育

資金の一括贈与を受けた場合の非課税措置は、2019年

度税制改正において、対象を限定した上で適用期限を

2021年３月31日まで２年間延長する。

同非課税措置は、祖父母などから30歳未満の子や孫に

教育資金を一括して贈与する場合、１人当たり1,500

万円まで非課税となる。高齢者に偏る金融資産を若年

層に移転させる狙いがあり、活用する高齢層も多い。

改正では、新たに所得制限を設け、2019年４月以降は

贈与を受ける子や孫の前年の合計所得金額が1,000万

円を超える場合は非課税の適用が受けられない。さらに、2019年７月以降は、教育資金の範囲から、学習塾やピアノ、絵画教室

など学校以外に対して支払われる習い事の金銭（500万円が限度）を、子や孫が23歳になって以降は非課税の対象から外す。ただし、

教育訓練給付金の支給対象となる教育訓練の受講費用は除外しない。

また、2019年４月以降に贈与者（祖父母等）が死亡した場合、死亡前の３年間に贈与した財産のうち、教育費に使わずに残ってい

る分があるときは、受贈者（子や孫）が贈与者から相続や遺贈により取得したものとみなされ、相続財産に加算されて課税される。

ただし、贈与者が死亡の日に、受贈者が、（1） 23歳未満の場合、（2）学校等に在学中の場合、（3）教育訓練給付金の支給対象とな

る教育訓練を受講している場合は除かれる。

教育資金の一括贈与非課税措置
所得制限等対象限定し２年延長

税理士の

大阪事業部　山崎紗耶加

教育資金贈与の非課税制度の大きなメリットは相続対策となることです。

ただし、この教育資金を1度贈与すると簡単に口座から引き出すことが出来ないこと、使

いきれなかった場合には贈与税が課されることや、一定の場合には相続税の対象となる

こともあり、将来を見据えた判断が必要となります。

まずは専門家とともに、将来の相続税試算を行うことをおすすめします。



年次有給休暇の実務上の注意点

社労士の

働き方改革関連法案が成立し、そのひとつとして、来る2019年４月から年次有給休暇の取得を義務化するこ

ととなりました。内容は年10日以上有給が付与される従業員に対し、年５日以上有給を取得させることが義

務付けられます。

今まで従業員に年５日以上取得させることが出来ていなかった場合、対策として業務の見直しを図り、有給

を取得できる職場環境を整えること、または計画的付与の制度を用い、事前に有給取得日を特定して取得す

ること等が挙げられます。

有給取得率は求人の際にも重要視されます。職場環境を改善し人材確保に繋げましょう。
社労事業部　山本裕貴

年次有給休暇とは、休日とは別に、一定の日数の賃金を保障された休暇のことで、社員の心身のリフレッシュを目的としています。

ただし、利用目的は社員の自由です。 この年次有給休暇は、

① 入社日から起算して６ヶ月継続勤務していること 

② 全労働日の８割以上出勤していること 

の２つが発生要件です。

継続勤務とは在籍期間のことをいいます。そのため、定年退職による退職者を引き続き嘱託などとして再雇用した場合や、休職

者が復職したときなどは、継続勤務として扱われます。

年次有給休暇の付与日数は、継続勤続６ヶ月で10労働日、その後は２年６ヶ月までは継続勤務１年ごとに１労働日を加算し、３

年６ヶ月からは１年ごとに２労働日を加算した日数となり、20労働日が限度です。

また、所定労働日数が少ないパートタイマーなどに対しても、その所定労働日数に応じて、一定比率の年次有給休暇を付与しな

ければなりません。この付与方法は「比例付与」と呼ばれていますが、次のどれかに該当すれば、その対象者となります。これに

対応しない場合は、一般の年次有給休暇で対応します。

① 週の所定労働日数が４日以下の者 

② 週以外の期間で所定労働日数が定められている場合には、１年間の所定労働日数が216日以下の者 

③ 週の所定労働時間が30時間未満の者 

労基法では、「年次有給休暇は継続し、または分割した10日労働日をあたえなければならない」と定めています。何日間と継続し

て請求してもよいわけで、分割が認められるのは１労働日と理解されています。時間単位の分割は認めないということです。

社員が自分の業務と調整を図りながら、気兼ねなく年次有給休暇を取得することができるようにと、一定の日数については「計画

的付与」として年次有給休暇を与えることができます。

計画的付与の対象となるのは、年次有給休暇の日数のうち５日を超える日数で、全社一斉、部署別、個人単位で与えてもかまい

ません。この制度は労使協定の締結が必要になり、協定では次の内容を定めなければなりません。（労基署への届出は不要）

① 全社一斉の場合は、具体的な有給休暇の付与日 

② 部署別の交代制付与の場合は、部署ごとに具体的な年次有給休暇の付与日 

③ 個人別の場合は、計画表を作成する時期、手続き（具体的な付与日は計画表による）

１．年次有給休暇の発生要件は２つ

２．年次有給休暇の日数

３．年次有給休暇の計画的付与の仕方
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